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【ご留意いただきたい点】【ご留意いただきたい点】

　本資料の内容は、現在までの検討状況をもとに文部科学省に
おいて作成したものです。今後、総合科学技術会議における議
論・検討の結果、内容には変更があり得ますので、あらかじめ
ご承知おき下さい。
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科学技術振興調整費とは

◇総合科学技術会議（議長：内閣総理大臣）の方針に基づく
科学技術の振興に必要な重要事項の総合推進調整のた
めの経費として文部科学省の予算として計上された、政政
策誘導型の競争的資金策誘導型の競争的資金

◇具体的な運営（公募・選定・配分事務等）は文部科学省に
おいて実施

◇国の科学技術政策の根幹である「科学技術基本計画」に
おける政策目標を実現するため、総合科学技術会議のイ
ニシアティブの下に、科学技術システム改革、重要政策課
題への戦略的・機動的な対応等を図るための制度

◇平成１８年度からは、新たに策定される第３期科学技術基平成１８年度からは、新たに策定される第３期科学技術基
本計画に対応し、大幅にプログラムの見直しを実施本計画に対応し、大幅にプログラムの見直しを実施
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科学技術振興調整費の予算額の推移
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平成１８年度公募の主なポイント

　（１）平成１８年度からの第３期科学技術基本計画への移行を踏まえ、総合科学技術会議のイニシ
アティブの下に新たなプログラムを創設。

　（２）平成１８年度も継続して新規募集を行うプログラムについても、第３期科学技術基本計画へ
の移行を踏まえて必要な見直しを実施。

　（１）「競争的研究資金の不合理な重複及び過度の集中の排除等に関する指針」（平成１７年９月
９日競争的研究資金に関する関係府省連絡会申し合わせ）を踏まえ、経費の不正使用等、不合
理な重複の排除などへの対応を充実化。

　（２）平成１８年度より、他の競争的資金制度（他府省の制度も含む、）において不正使用等を行
った者に対しても実施課題への参画を制限＊。

　　　＊　平成１８年度より、国又は独立行政法人の競争的資金制度において不正使用等が行われた場合、すべての競争的資金制度に
おいて応募資格が制限されることとなります。

　（３）競争的資金制度の担当者間の情報交換により、不合理な重複・過度の集中の排除のためのシ
ステムを強化

　（１）公募期間は１２月下旬～２月下旬を予定。
　（２）新規課題の決定・公表は５月、執行開始は６月末を予定。

１．公募プログラムの大幅な見直し

２．不正使用等・重複の排除への対応の充実化

３．公募・審査スケジュール
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重複提案の制限等について

○　以下のような場合については、重複提案が制限され、審査の対象から除外
する、或いは、採択が取り消されることがある。

　①他の制度において同じ内容の課題を実施している場合

　②同一の研究者が、同一のプログラムで複数提案している場合

○　①については研究代表者だけではなく、研究参画者についても適用する。

○　前年度以前に採択され、実施している者が、新たに提案する場合について
は、エフォートを十分に精査し、審査を行う。

○　提案書類に虚偽の内容が含まれていることが判明した場合は、採択を取り
消す、或いは、所要経費の一部を減額することがある。

○　不合理な重複・過度の集中の排除に必要な範囲において、他の競争的資金
の担当者に対して情報提供を行うことがある。
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平成１８年度の科学技術振興調整費について平成１８年度の科学技術振興調整費について

　第２期科学技術基本計画（H13-H17）への対応
　　　　＜１８年度以降も継続するプログラム＞
　　　　　○科学技術連携施策群の効果的・効率的な推進
　　　　　○重要課題解決型研究等の推進

第３期科学技術基本計画（H18-H22）への対応

H13

H18
Ｈ１８新規Ｈ１８新規
プログラムプログラム

総合科学技術会議における第３期科学技術基本計画の検討を踏まえ、
プログラム設計を行う予定（詳細は今後検討）。
①科学技術関係人材の育成、活躍の促進（若手研究者が自立して能力発揮で
　きる環境整備、女性研究者の育成・活躍促進のための環境整備等）
②産学官連携の新たな展開（産学協働による世界的かつ多様な研究・人材育
　成等）
③地域科学技術の振興（地域の大学等を活用した取組等）
④戦略的国際活動の推進（アジア諸国との科学技術の連携強化等）
⑤総合科学技術会議主導による重要政策課題への対応（緊急研究、政策ニー
　ズに基づく調査研究等）

これまでの科学技術振興調整費の成果

○「日英科学技術文献の速報システムに関する研究」(S57-S61) => 日英自動翻訳システムへ発展・実用化
○「ヒト遺伝子地図作成技術の開発に関する研究」(H3-H7) => ヒトゲノム解析プロジェクトへの貢献
○「ナノ診断のためのバイオコンジュゲート材料」（H13-H15） => ＤＮＡの微少な変異を精密に診断する技術の開発・特許化

※「戦略的研究拠点育成」、「新興分野
人材養成」、「産学官共同研究の効
果的な推進」、「我が国の国際的リー
ダーシップの確保」については、昨
年度で新規課題の募集を終了
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第２章　科学技術の戦略的重点化

２．政策課題対応型研究開発における重点化

３．分野別推進戦略の策定及び実施に当たり考慮すべき事項

第３章　科学技術システム改革の推進
１．人材の育成、確保、活躍の促進

（１）個々の人材が活きる環境の形成

　②若手研究者の自立支援

　⑤多様で優れた研究者の活躍促進

（３）社会のニーズに応える人材の育成

　①産学が協働した人材育成

２．科学の発展と絶えざるイノベーションの創出

（２）大学の競争力の強化

　①世界の科学技術をリードする大学の形成

　②個性・特色を活かした大学の活性化

（３）イノベーションを生み出すシステムの強化

　①研究開発の発展段階に応じた多様な研究費制度の整備

　②産学官の持続的・発展的な連携システムの構築

４．国際活動の戦略的推進

（２）アジア諸国との協力

（３）国際活動強化のための環境整備と優れた外国人研究者受
入れの促進

重要課題解決型研究
等の推進（継続）

先端融合領域イノベー
ション促進拠点事業

若手研究者の自立的
研究環境整備促進

アジア科学技術協力
推進戦略

第３期科学技術基本計画と新規プログラムとの対応第３期科学技術基本計画と新規プログラムとの対応

女性研究者支援
モデルプラン

第４章　総合科学技術会議の役割

科学技術連携施策群の効
果的・効率的な推進（継続）

「科学技術に関する基本政策について」に対する答申（案）
（平成17年11月9日総合科学技術会議基本政策専門調査会）

重要政策課題への
機動的対応

地域再生人材創出拠点
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（１）科学技術連携施策群の効果的・効率的な推進（１）科学技術連携施策群の効果的・効率的な推進

○目的：
　　各府省の縦割りの施策に横串を通す観点から、科学技術連携施策群（以下「連携施策群」という。）について、総合科学技術
会議のイニシアティブの下にコーディネーター等を配置し不必要な重複の排除、連携の強化等の各施策間の調整を推進する。
その上で補完的に実施すべき研究開発課題について内容・達成目標等を具体的に設定して推進する。

○対象機関：　研究機関全般を対象とする（ただし、１課題当たりの参画機関は原則３機関程度）
○実施期間：　原則３年間
○実施規模：　公募対象課題の内容により異なるが、年間数千万円～１億円程度（間接経費を含む）

○　ポストゲノム

○　新興・再興感染症

○　ユビキタスネットワーク

○　次世代ロボット

○　バイオマス利活用

○　水素利用/燃料電池

○　ナノバイオテクノロジー

○　地域科学技術クラスター

科学技術連携施策群のテーマ
欠落部分

（公募対象課題）（公募対象課題）
　○○の技術開発○○の技術開発

調整費で実施

厚、農、経、環 文、農、経

文、厚、農、環

○○の実用化の
ための実証実験

○○に関する
海外協力

○○のリスク評
価・経済評価

総、文、経

○○の基盤
技術開発

文、厚、農

・将来的な発展の可能・将来的な発展の可能
性が高い課題性が高い課題

・各府省間の効果的な・各府省間の効果的な
連携が可能な課題連携が可能な課題

（課題設定の例）
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大臣・有識者議員

科学技術政策担当大臣

有識者議員　８名
　　　　　　 ＋

専門委員（コーディネーター８名
　及び群を担当しない有識者５名）

ポストゲノム
ワーキンググループ会合・・・・

政策的観点も含め当該群の
方向付けについて調査審議

科学技術連携施策群の推進体制

関係府省

内閣府

（注）

【各群のワーキンググループ会合】
　・コーディネーターを主査とし、関係
　　　府省の行政官、施策の研究開発担当
　　　者（代表者）、施策から独立した専門家
　　　などの関係者が参集して開催
　　・研究構成の在り方、連携の強化、重複
　　　排除、欠落補完などについて検討、
　　　調整
　　・総合調整機能を有する内閣府が事務
　　　局を担当
　　・関係府省等の既存の検討成果等を
　　　活用
　・担当有識者議員の出席により迅速な
　　連携促進

事務局

科学技術
振興調整費

（配分事務は
　文科省）

政策統括官

科学技術システム改革専門調査会

ワーキンググループ会合の支援体制
（連携施策群タスクフォース）

・各府省の施策の把握
・研究開発担当者等による意見

交換等
・事務的な支援は(独)科学技術

振興機構が実施
・事務経費は科学技術振興調整

費を活用

連携施策群担当審議官

各連携施策群担当参事官ほか

各群のワーキンググループ会合 (注）

必要な指示
報告

各連携施策群において欠各連携施策群において欠
落している課題であって、落している課題であって、
補完的に実施すべき課題補完的に実施すべき課題
は科学技術振興調整費をは科学技術振興調整費を
活用して実施活用して実施

科学技術連携施策群の効果的・効率的な推進

・
・
・

「基本的考え方」「基本的考え方」

　総　　合　　科　　学　　技　　術　　会　　議　（　本　会　議　)
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平成１７年度の公募対象課題平成１７年度の公募対象課題

※平成１８年度の公募対象課題については、現在総合科学技術会議において検討中

①ポストゲノム－健康科学の推進－
（課題１）　　ライフサイエンス分野のデータベースの統合化に関する調査研究

②新興・再興感染症
（課題２）　　ウイルス伝播に関与する野鳥の飛来ルートの調査とそれら野鳥における病原体調査及

びデータベース構築

③ユビキタスネットワーク－電子タグ技術等の展開－
（課題３）　　医療分野における電子タグ利活用のための実証実験

④次世代ロボット－共通プラットフォーム技術の確立－
（課題４－１）環境の情報構造化プラットフォームの基本モデルの研究開発

（課題４－２）蓄積と再利用可能なロボット用ソフトウエア基盤の確立

⑤バイオマス利活用
（課題５）　　バイオマス利活用事業に関する持続可能性評価手法の開発

⑥水素利用／燃料電池
（課題６－１）地域等における水素利用システムに関する概念検討

（課題６－２）需要家用水素計量システムに関する研究開発

⑦ナノバイオテクノロジー
（課題７－１）分子イメージングによるナノドラッグ･デリバリー･システムの支援

（課題７－２）ナノバイオセンサ

⑧地域科学技術クラスター
（課題８）地域視点に立った効果的な地域科学技術クラスター形成のための調査研究
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（２）重要課題解決型研究等の推進（２）重要課題解決型研究等の推進

○目的：
　　国家的、社会的に重要な政策課題であって、単独の府省では対処が困難であり、政府として速やかに取り組むべき政策目
標及び課題について、産学官の複数の研究機関による総合的な推進体制の下で、具体的な達成目標を設定し研究開発を推
進する。また、科学技術政策に必要な調査研究を実施する。

○対象機関：　研究機関全般を対象とする（ただし、１課題当たりの参画機関は原則５機関程度）
○実施期間：　①重要課題解決型研究・・・原則３年間（特に必要と認める場合は５年間）
　　　　　　　　 　②科学技術政策に必要な調査研究・・・原則１年間（特に必要と認める場合は２年間）

○実施規模：　①重要課題解決型研究・・・年間１～２億円程度（間接経費を含む）
　　　　　　　　 　②科学技術政策に必要な調査研究・・・年間３千万円程度（間接経費を含む）

目指すべき社会的な政策目標

科学技術的な取組 社会・制度的な取組

研究代表者

研究者

研究事務スタッフ

大　学

　　　　　責任機関

関係府省
研究運営委員会 法令、規則

の整備等

科学技術振興調整費で到達すべき達成目標

独法・国研

企　業

ユーザー側関係者

国 民 ・ 社 会

成果の還元成果の還元

トップダウンの課題設定

ニーズの
汲み上げ

目標の
実現

アウトリーチ活動
による情報発信 11



平成１７年度の公募対象課題平成１７年度の公募対象課題

※平成１８年度の公募対象課題については、現在総合科学技術会議において検討中

（１）重要課題解決型研究

　①研究基盤の強化による国力の充実
　（課題１－１）研究活動を支える知的基盤整備（観測等のデータベースのネットワーク化等）

　②国際競争力の確保・強化による経済の活性化
　（課題２－１）標準化を狙う日本発技術の研究開発

　（課題２－２）デジタルコンテンツ創造等のための研究開発

　③安心・安全で快適な社会の構築
　（課題３－１）新興・再興感染症に関する研究開発

　（課題３－２）情報セキュリティに資する研究開発

　（課題３－３）デジタルディバイド解消のための実証実験

　（課題３－４）環境保全・再生に関する研究開発・技術実証実験

　（課題３－５）犯罪・テロ防止に資する先端科学技術研究（認証・センサー技術等）

　（課題３－６）減災対策技術の研究開発

（２）科学技術政策に必要な調査研究
　（課題１）　　研究開発評価・調査手法の開発（基礎研究等についての定量的又は客観的な評価・

調査手法、研究開発成果のアウトカム及びインパクトの評価・調査手法等）

　（課題２）　　ライフサイエンスやナノテクノロジー等の先端科学技術が社会に与える影響の調査
研究

　（課題３）　　代替医療の科学的評価手法の開発

　（課題４）　　我が国の科学技術政策の展開に関する調査
12



○　調整費による支援により、若手研究者が自
立して裁量ある研究に専念できる環境の整備
を促進（最終的に３０機関程度を支援）

・若手研究者（調整費による支援対象）の人件費、テニュア
トラック段階の研究費（研究スペースの確保に係る経費を
含む）等を支援

・優れた人材の受入環境整備に必要な経費（公募・審査経
費）も措置

・組織内の画一的配分を行わないよう効果的な措置を検討

・調整費による５年間の支援の間に各機関が予算措置を行
い、制度を根付かせていく

（３）若手研究者の自立的環境整備促進（３）若手研究者の自立的環境整備促進

　優れた人材を育成する実績を有する研究拠点であり、かつ若手
研究者が自立的に研究できる環境を整備する研究機関を国が選
定。

○若手の自立促進のための組織的取組

－テニュア・トラック（若手研究者が厳正な審査を経てより安定
的な職を得る前に、任期付の雇用形態で自立した研究者として
の経験を積むことができる仕組み）を導入

－優れた人材を育成する実績を有する研究拠点である機関を対象

－機関は、当該若手研究者が自立して研究できる環境整備を実施

－支援する研究者は各機関が公募

－支援終了後に本取組を各機関が根付かせていくことを担保

機関選定の基準機関選定の基準

○目　　　的：　世界で戦える研究者を育成するため、若手研究者の自立のための環境整備に組織的に取り組んでいる研究機関
がテニュア・トラックを導入する取組を支援することにより、活力ある環境整備の形成を目指す。

○対象機関：　大学、大学共同利用機関、国立試験研究機関及び独立行政法人
○実施期間：　原則５年間（３年目に中間評価）
○実施規模：　年間２～３億円程度（間接経費を含む）

ポスドク・
大学院（博士課程）

若手研究者
（助手レベル）Ａ

大
学

Ｂ大学・Ｃ University・Ｄ研究所

各機関のシステム改革のイメージ

若手が自立して研究できる
環境を整備

人材流動化により
競争的かつ創造的
な環境を創出

民間企業、多様なキャリアパス

支援する研究者は
各機関が公募

教授

再任可能な任期制や再審制
で活性化を維持

助教授

ポスドク・
大学院（博士課程）

ポスドク・
大学院（博士課程）
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優れた女性研究者を輩出する
システムの確立と波及

○　大学等における出産・育児と研究の両立や男女共同参
画に関する相談体制（カウンセラーの配置など）

○　出産・育児期間中の業務負担を軽減するためのシステ
ム作り（柔軟な勤務態勢の工夫など）

○　育児の状況等に応じて、フルタイムでなく、パートタ
イムで働ける環境の整備（研究支援者の配置など）

○　女性理工系学生が研究者の道にチャレンジすることを
促進する施策（若手女性研究者との交流の場の設置、女
性理工系学生向けのキャリアパス相談の充実化等）

支援ニーズに対する取組例

公募により、各機関のモデルとなる優れた取組を支援。
３年の支援終了後は各機関において独自に予算措置。

両立

＜選定に当たっての要件＞

◇　女性研究者を積極的に登用
するための取組状況（行動計
画の策定、推進体制の整備な
ど）

◇　支援対象となる女性研究者
の人数や今後の増加の見通し

（４）女性研究者支援モデルプラン（４）女性研究者支援モデルプラン

○目　　　的：　優れた女性研究者がその能力を最大限発揮できるようにするため、大学や公的研究機関を対象として女性研究
者が研究と出産・育児等を両立するための支援を行う仕組みを構築するモデルとなる優れた取組を支援する。

○対象機関：　大学、大学共同利用機関、国立試験研究機関及び独立行政法人
　　　　　　　　　（自然科学全般又は自然科学と人文・社会科学との融合領域を対象に研究を行っていること）
○実施期間：　原則３年間
○実施規模：　年間２～５千万円程度（間接経費を含む）

「日本の女性研究者の数及びその割合は増
加傾向にあるものの、全体に占める割合は
依然として国際的に見ても少ない。また、
指導的な地位に女性が十分登用されていな
いなどの指摘がある。女性研究者の育児責
任は男性に比較して大きく、出産・育児に
よって研究活動を十分に継続できない女性
研究者も多い。」（17年度版男女共同参画
白書より）

期待される女性研究者の採用目標の達成の前提として、
環境整備のみならず意識改革の着実な実施が必要。
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（５）先端融合領域イノベーション促進拠点事業（５）先端融合領域イノベーション促進拠点事業

○目　　　的：　イノベーションの創出を可能とし、次世代を担う研究者・技術者を育成する機能を備えたシステムを実現すること
を通じ、10～15年後に新たな産業の芽となる先端技術を確立するため、実用化を見据えた基礎的段階から、産

学が協働して先端融合領域における研究開発を推進
○対象機関：　大学、大学共同利用機関、国立試験研究機関及び独立行政法人（産業界との共同提案を義務化）
○実施期間：　原則１０年間（３年間程度（絞り込み期間）＋４年間＋３年間、各期の最終年に厳正な評価を実施し、次期への

移行の可否を決定）
○実施規模：　年間５～１０億円程度（間接経費を含む）　 ※ただし、絞り込み期間は２～５億円程度
○留意事項：　多様な可能性を追求するため、初期段階で予備的なフェーズを設け、「選択と集中」を実施

目指すべき拠点のイメージとそれを実現するシステム改革目指すべき拠点のイメージとそれを実現するシステム改革
（１）大学・産業界が計画段階から対等の立場で議論、密接に連携・協働（１）大学・産業界が計画段階から対等の立場で議論、密接に連携・協働
　○大学等を核に、優秀な人材を内外から結集し、産学協働による研究開発・人材育成拠点を形成
　○初期段階から大学・産業界が対等に連携、産業界からの研究資源の提供など応分の負担を含めた明確なコミットメントを原則

（２）イノベーションを指向した目標達成型研究開発システムの実現と次代を担う人材の育成（２）イノベーションを指向した目標達成型研究開発システムの実現と次代を担う人材の育成
　○産業界が研究資源を出しやすい特別の規則を学長のトップダウンで決定（システム改革を加速）、
　○現給保障や能力給の導入等、産学間の人材交流も含めた人材の流動化（技術と人の好循環）、
　○研究者を原則国際公募、外国人研究者受入態勢整備（国際化促進、魅力のある拠点形成）
　○若手、女性、外国人等多様な人材登用、人材育成プログラムの活用（機関や学問領域を超え先端融合領域を担う人材の育成）

（３）不連続なフェーズである「死の谷」の克服に必要となるシステム改革を実現（３）不連続なフェーズである「死の谷」の克服に必要となるシステム改革を実現
　○産学官の協働体制の下、基礎から応用までを見通した戦略的・組織的な「協働研究体制」を構築
　○適時適切に評価、進捗状況に応じ弾力的に支援期間・規模を見直すなど、効果的・効率的に拠点形成・システム改革を促進

研究者の
自由な発想に

基づく研究

基礎研究から出口志向の研究開発までを一貫して推進し、
先端融合領域において、大学のシーズを核に

イノベーションを実現するシステムを産学協働で実現

特定の政策
目的に基づく

基礎研究

出口志向の
研究開発（シー
ズと結びつけ)

出口志向の
研究開発

（出口が明確）

産
　
業
　
界

Ａ大学に内外の英知
を結集し、産学協働
による拠点を形成

Ａ大学に内外の英知
を結集し、産学協働
による拠点を形成

大学

研究所

企業ニーズ
研究資源

技術移転
人材供給

大学と産業界が対等な立場での協働体制大学と産業界が対等な立場での協働体制
開始時には多様性を確保しつつ、
選択と集中を図る仕組みを構築

中間評価絞り込み

関係省庁等とも連携し、状況の変化をモニターし、
適時適切な評価を実施

企業の自己資金や、
他の事業化指向の
関連予算を活用

振興調整費を活用
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地域の大学において、地元で活躍し、地域ニーズに貢献し得る
優秀な人材を輩出する「人材養成ユニット」を設置

（科学技術を活用した地域再生人材創出拠点の例）
　①地域の大学の個性を活かしたもの
　　地域発の新産業創出、地域の活性化等のための基盤

を支える人材　等
　②地域の特色を活かしたもの
　　防災、環境、地域医療、少子・高齢化等の地域の社

会ニーズに対応した人材　等

○　大学と地元自治体が連携し、地域再生に向け大学
の知的・人的資源を活用する構想を策定しており、
人材育成の必要性を明確に位置づけていること

○　以下を満たした、大学と地元自治体による共同提
案であること

①　ＮＰＯや地域住民、関係団体等を通じて、地域のニ
ーズを十分に把握した上でテーマを設定し、カリキュ
ラムに十分反映させていること

②　地元の自治体や民間事業者等が、人材養成ユニ
ットへ職員を派遣する、育成された人材を活用する
といった具体的な裏付けがあること

選定に当たっての要件

科学技術を活用した
地域再生に資する人材創出拠点

（６）地域再生人材創出拠点（６）地域再生人材創出拠点

○目　　　的：　地域の大学と地元自治体が密接に連携し、大学が有する個性・特色を活かし、将来的な地域産業の活性化や地
域の社会ニーズの解決に向けた、科学技術を活用した地域再生のための人材を創出する。人材養成に当たって
は、地元で活躍し、地域の活性化に貢献し得る人材の育成を目的とし、地域の大学（又は地域の大学のネットワー
ク）が地元の自治体と連携して取り組み、地域に貢献する優秀な人材を輩出する「地域の知の拠点」を形成する。
これにより、地方分散型の、多様な人材を創出するシステムの構築を目指す。

○対象機関：　大学及び大学共同利用機関（地元の自治体との共同提案とする）
○実施期間：　５年間（３年目に中間評価）
○実施規模：　年間５千万円程度（間接経費を含む）

科学技術を活用した地域再生に資するため、
地域の大学が地元自治体等と連携し、

地域のニーズに即した人材創出拠点の整備を図る。

地域における科学技術システム及び地域における科学技術システム及び
我が国の人材創出システムの改革を推進我が国の人材創出システムの改革を推進
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○目　　　的：　アジア諸国、特に中国、韓国、インドやＡＳＥＡＮ諸国とのオープンで対等なパートナーシップを拡げることにより、
我が国が地域の科学技術の発展を先導する。特に、地域共通課題の解決やグローバルな問題に対するアジア
としての貢献（環境・エネルギー、防災、感染症等）、アジア地域発の科学技術の創出とこれらの分野を得意とす
る科学技術人材層の蓄積を通じて、アジア地域の優位性の確保を図る。

○対象機関：　研究機関全般を対象とする
○実施期間：　３年間
○実施規模：　 ①機動的国際交流・・・年間１億５千万円程度（間接経費を含む）
　　　　　　　　 　 ②地域共通課題解決型国際共同研究・・・年間３千万円程度（間接経費を含む）

①　機動的国際交流
　・アジア諸国の大学・研究機関間、アカデミー間、研究助成機

関間等の多層的な枠組みにおける交流を機動的かつ戦略的に
支援（国際会議の開催、人的交流等によるネットワーク（コミュ
ニティ）構築）

　・すべての機関・組織を対象にコーディネータ機関を公募。コー
ディネータ機関では科学技術交流戦略を策定するとともに、
大学、研究機関、学協会等の要請を踏まえて機動的に国際交
流プログラムを実施

　

②　地域共通課題解決型国際共同研究

　・i)中韓を中心とした東アジア、ii)ＡＳＥＡＮ諸国を中心とし
た東南アジア、iii)インド以西のアジア地域、iv)その他のア
ジア地域、の各地域の特色・情勢を踏まえ、政府間の合意等
に基づき政策的に必要な地域共通課題解決型国際共同研究の
立上げ、初動段階を支援

　・各地域の特色・情勢に応じた募集領域を政策的に設定し、すべて
の研究機関を対象に公募を実施

（７）アジア科学技術協力推進戦略（７）アジア科学技術協力推進戦略

戦略的なアジア科学技術戦略的なアジア科学技術
協力の実現協力の実現

各主体が地域共通課題やグロー
バルな問題に対するアジアとして
の貢献（環境・エネルギー、防災、
感染症等）に対する取組を進める
ことにより、アジア科学技術協力
の戦略的な推進に資する

※「我が国の国際的リーダーシップの確保」（平成１７年度限りで新規課題の公募を終了）をアジアを中心に再設定
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これまでの「緊急に
対応を必要とする研
究開発等」を発展的
に解消

総合科学技術会議の司令塔機能強化のため、非
公募型（トップダウンで総合科学技術会議みず
から課題を指定）で以下のような事業を実施。

　○機動的に対応すべき研究開発等
　○政策ニーズに基づく調査研究
　○アジア政策対話推進
　○司令塔機能強化のための基盤整備

（８）重要政策課題への機動的対応（８）重要政策課題への機動的対応

○目　　　的：　総合科学技術会議の司令塔機能の強化のため、特に重要な政策課題について、総合科学技術会議のイニシア
ティブにより科学技術の側面からの対応を図る。実施課題（内容、体制、規模等）は総合科学技術会議が随時指
定する。

○対象機関：　研究機関全般を対象とする
○実施期間：　２年間以内
○実施規模：　全体の枠として１０億円

社会的な状況の変化、自然
災害（地震、津波、台風等）等
に対応するため、緊急に着手
又は加速的に実施することが
必要な場合に機動的に対応

総合科学技術会議の司令
塔機能発揮のために政策
ニーズに基づき的確に対応
するための調査（イノベーショ
ン創出に関する調査等）

総合科学技術会議の司令
塔機能発揮のために必要
となる科学技術情報等に
関するデータベスの構築
等

アジア科学技術協力の戦
略的推進のため、政策立
案者等の指導的立場の者
同士の対話、政策検討等
を推進
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☆より詳しくお知りになりたい方は☆

・科学技術振興調整費のホームページ

http://www.mext.go.jp/a_menu/kagaku/chousei/index.html

・電子メール

　　chokagak@mext.go.jp
・電話／ＦＡＸ

　　文部科学省科学技術・学術政策局　　　　　　　　　　　　　
　　　　

　　科学技術振興調整費室

　　　　　　　　　 03-6734-4017（電話）　

　　　　　　　　　 03-6734-4176（ＦＡＸ）
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